
行　　政　　評　　価　　表
電話番号

（内線）

基本目標 年度 H28 H29 H30 R01 R02

基本方針 予算額
（千円）

18,631 18,474 18,543 19,606

施策名 決算額
（千円）

17,028 17,357 17,381 18,289

決算額の内

繰越明許分 -

年度

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

96.94% 97.33% 97.72% 98.07%

順調 順調 順調 順調

市税収納率【65 市税収納率
の向上】

市税収納額／市税調定額

95.70% 95.90% 96.10% 96.30% 96.50%

成果指標
【行政改革大綱における取

組事項名】
指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30

（内線２４２９）

総合計画の
位置付け

Ⅳ　協働で進める自立したまち

７　自治システムの充実したまちづくり

４９　適正で持続可能な財政運営<財政運営>

R01 R02

※赤字：補正・流用により当初予算額から変更した予算額

※繰越明許：年度内にその支出が終わらない見込みのあるものについて、
　 議会の議決を得て翌年度に繰越して使用するもの。
　 予算要求年度に予算額を、実執行年度に決算額及び繰越明許額を記載。

所管する施策の
方向一覧

Ⅳ-７-４９-（２）市税の適正な賦課と収納率の向上
※人件費、一般諸経費、交際費、積立金、繰出金、出資金及び公債費は
　 含まれておりません。

令 和 元 年 度　　　　

所属部 財政経営部 所属課 市税収納課 正職員数

※予算費目表に再掲で表示されている事業は、再掲元の予算費目及び
　 総括表に予算額及び決算額を記載しています。

15人
その他
職員数

11人
０５５-９８３-２６２９



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

【65 市税収納率の向上】
　　納税意識向上に向けた啓発、催告書の発送、滞納処分等を適切に行い、滞納税の早期回収及び滞納者数の抑制を図るとともに、徹底した財産
調査を行い、適切な財産の差押を執行する。また、滞納者の担税力を見極め、滞納税の解消が不可能と判断した場合には、安易な納付誓約とは
せずに執行停止処分にシフトする。さらには、死亡者課税等の懸案の解決や納期変更による納税者の利便性向上等の改善の取組を進める。

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

　納税意識向上に向けた啓発、催告書の発送、滞納処分等を適切に行い、滞納税の早期回収及び滞納者数の抑制を図るとともに、徹底した財産
調査を行い、適切な財産の差押を執行する。また、滞納者の担税力を見極め、滞納税の解消が不可能と判断した場合には、安易な納付誓約とは
せずに執行停止処分にシフトする。さらには、死亡者課税等の懸案の解決や納期変更による納税者の利便性向上等の改善の取組を進める。

施策の方向 Ⅳ-７-４９-（２）市税の適正な賦課と収納率の向上

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

　新たな滞納繰越額を抑制し、収納率の維持を図るため、現年度課税分の滞納に重点を置き、徹底した財産調査、滞納処分を実施する。

【行革取組項目】
今年度の実施計画

【65 市税収納率の向上】
　新たな滞納繰越額を抑制し、収納率の維持を図るため、現年度課税分の滞納に重点を置き、徹底した財産調査、滞納処分を実施する。

【行革取組項目】
次年度の対応方針

【65 市税収納率の向上】
　新たな滞納繰越額を抑制し、収納率の維持を図るため、現年度課税分の滞納対策に重点を置き、継続的な財産調査、滞納処分を実施する。
　預金調査の電子化導入による業務効率化や納期変更による納税者の利便性向上等の改善の取組を進める。

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

　適正な催告、財産調査、滞納処分により、滞納繰越額の縮減及び収納率の向上、滞納者数の抑制が図られた。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

　【65 市税収納率の向上】
　適正な催告、財産調査、滞納処分により、滞納繰越額の縮減及び収納率の向上、滞納者数の抑制が図られた。

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

　新たな滞納繰越額を抑制し、収納率の維持を図るため、現年度課税分の滞納対策に重点を置き、継続的な財産調査、滞納処分を実施する。
　預金調査の電子化導入による業務効率化や納期変更による納税者の利便性向上等の改善の取組を進める。



5 業務計画

No.

目標 適正実施 適正実施 適正実施 適正実施 適正実施

実績 25,551件 22,709件 39,091件 29,570件

達成状況 達成 達成 達成 達成

目標 適正実施 適正実施 適正実施 適正実施 適正実施

実績 3,871件 3,009件 2,275件 2,199件

達成状況 達成 達成 達成 達成

目標 3回 3回 3回 3回 3回

実績 1回 7回 2回 3回

達成状況 未達成 達成 未達成 達成

目標 12件 10件 10件 10件 10件

実績 12件 10件 10件 20件

達成状況 達成 達成 達成 達成

目標 適正実施 適正実施 適正実施 適正実施 適正実施

実績 2,001件 1,730件 1,571件 1,574件

達成状況 達成 達成 達成 達成

目標 適正実施 適正実施 適正実施 適正実施 適正実施

実績 10,322件 9,433件 10,006件 9,081件

達成状況 達成 達成 達成 達成

4　収納率向上対策
事業【行革取組番
号 65】

○

2 納税相談の実施 納税相談件数 維持 ○

1 滞納処分の実施
差押及び交付要求件
数

維持

H30 R01 R02
改善内容、終了・休止理由、

目標値変更理由等

2　滞納整理回収事
業【行革取組番号
65】

1　収税特別対策事
業【行革取組番号
65】

手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

年度 H28 H29

3　静岡地方税滞納
整理機構推進事業
【行革取組番号 65】

行政改革
大綱にお
ける取組

○

2
電話催告等による納
税誓約の履行促進

電話及び文書催告件
数

維持 ○

1
滞納処分のための財
産調査補助

預金及び生命保険調
査件数

維持

事業名

○

1 徴収困難案件の移管 移管件数 維持 ○

1

インターネット公売の
活用をはじめ、徴収困
難案件等を対象に滞
納処分を実施

インターネット公売実
施回数

維持



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

13,843 (13,843) 13,843 (13,843) 13,887 (13,887) 14,097 (14,097)

13,294 (13,294) 13,673 (13,673) 13,628 (13,628) 13,655 (13,655)

3,443 (2,001) 3,397 (1,955) 3,397 (1,955) 3,227 (1,784)

2,507 (2,490) 2,572 (2,393) 2,604 (2,576) 2,552 (2,492)

1,345 (1,345) 1,234 (1,234) 1,259 (1,259) 2,282 (2,282)

1,227 (1,227) 1,112 (1,112) 1,150 (1,150) 2,082 (2,082)

４　なし【行革取組番号 65】

２　滞納整理回収事業【行革取組番号 65】
　（０１．０２．０２．０３．０２０．０２）

維持 ○

３　静岡地方税滞納整理機構負担金【行革取組番
号 65】　（０１．０２．０３．０２０．８３．１９．５１）

維持 ○

１　収税特別対策事業【行革取組番号 65】
　（０１．０２．０２．０３．０２０．０１）

維持 ○

予算費目の事業名、補助金（細節）名

Ⅳ-７-４９-（２）市税の適正な賦課と収納率の向上

R02歳出（千円）

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

行政改革
大綱にお
ける取組

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円）



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員

収税特別対策
事業【行革取組
番号 65】

周年実施 1,860H 10,770H

滞納整理回収
事業【行革取組
番号 65】

周年実施 2,490H 1,860H

静岡地方税滞
納整理機構推
進事業【行革取
組番号 65】

負担金交付
R1移管案件
ﾋｱﾘﾝｸﾞ

H30移管案
件返還

R1移管案件
移管

説明会 R2移管予告 R2移管者選
定

100H

収納率向上事
業【行革取組番
号 65】

周年実施 14,840H

3月
従事見込時間数

令和元年度　スケジュール表 所属部 財政経営部 所属課 市税収納課 正職員数 15人

9月 10月 11月 12月 1月 2月事業名 4月 5月 6月 7月 8月

０５５-９８３-２６２９

総合計画の
位置付け

Ⅳ　協働で進める自立したまち ４９　適正で持続可能な財政運営<財政運営>

７　自治システムの充実したまちづくり

その他職員数 11人
（内線２４２９）

機構からの入金処理（月次）


